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はじめに 

平成20年度に開始された特定健康診査・特定保健指導（以下「特定健診・特

定保健指導」という。）制度では、その効果的な制度運用を図るために、特定健

診・特定保健指導に従事する者を対象とした「研修ガイドライン」を定め 、国

立保健医療科学院、都道府県、保険者協議会、学会、その他各団体等による研修

が実施されてきた。その結果、特定健診受診者数や特定保健指導実施人数は年々

増加し、令和２年度には、全国で2,890万人が特定健診を受診し、うち120万

人に対し特定保健指導を提供するに至った。特定健診・特定保健指導の効果分析

においても非常に多くの研究報告がなされるとともに、ナショナル・データ・ベ

ースを用いた分析により、特定保健指導を受けた者の方が検査値、医療費ともに

未実施群よりも良好であったことが示された。 

一方では令和２年度の特定健診実施率は53.4%であることや、特定保健指導

実施率が未だ23.0％にとどまることや、実施率・メタボ改善率において保険者

間の格差や保健指導機関の格差、特定健診・特定保健指導に従事する者の指導力

の差が指摘されている。制度開始後15年が経過し、保健指導の成果を重視し、

対象者の状態の改善や行動変容を評価することがより一層求められており、研

修ニーズが多様化している。 

本研修ガイドラインでは、受講者のニーズにあった具体的な研修の在り方を

示すために、下記のポイントを重視して作成しているが、下記の内容に限定して

研修を実施するのではなく、特定健診・特定保健指導全体のことを学習すること

ができるよう配慮する必要がある。 

○ 各研修機関の行う研修の目的・受講者層を明確にすること 

 

○ 特定健診・特定保健指導に従事する者等が各職務で必要とするスキル、業務

遂行能力を明確にすること 

 

○ 受講者が主体的に学習する仕組みをつくること 

 

○ 自己学習、On-the-Job Training（OJT）と外部研修を組み合わせること 

 

○ スキル評価票等を活用することにより、研修ニーズの把握や研修の評価を行

い、研修プログラムに反映させること 

 

○ 研修企画者が具体的に取り組むべきことを提示すること 
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○ 研修で学習すべき具体的内容の例として、学習教材を示すこと 

 

○ 特定健診・特定保健指導研修に限らず、他の研修での応用可能性を考慮する

こと 

 

なお、本研修ガイドラインは「国立研究開発法人日本医療研究開発機構委託研

究開発費 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 標準的な健診・保

健指導プログラム（改訂版）及び健康づくりのための身体活動基準2013 に基

づく保健事業の研修手法と評価に関する研究 研究代表者 津下一代」に基づき

作成した「健診・保健指導の研修ガイドライン（平成30年４月版）」を改訂し

たものである。文中に記載のある学習教材については、当研究班のホームページ

（https://ktsushita.com/index.php/healthguidance/#trainingmaterials）

を参照されたい。 

本研修ガイドラインを特定健診・特定保健指導に関する研修の企画・運営に活

用されたい。 
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Ⅰ．研修を体系化する 

１） 「特定保健指導実施者のための研修」に求められるもの 

保健指導実施者は決められた時間の面接、電話や電子メール等により、対象者

の健康に関する関心を高め、健康行動を引き出す役割が期待されている。そのた

め保健指導実施者は病態や食生活・身体活動・喫煙・アルコール等の生活習慣改

善のための知識と技術を動員し、対象者の思いや生活背景を考慮しつつ、行動変

容を促していく（図１）。保健指導実施者には知識・技術・応用力等多彩な能力

が求められる（図２）。 

 

図１．保健指導のプロセス 

（標準的な健診・保健指導プログラム（改訂版）及び健康づくりのための身体活

動基準 2013 に基づく保健事業の研修手法と評価に関する研究（研究代表者 

津下 一代）資料より） 
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図２．保健指導実施者に必要とされるスキル（概念図） 

（標準的な健診・保健指導プログラム（改訂版）及び健康づくりのための身体活

動基準 2013 に基づく保健事業の研修手法と評価に関する研究（研究代表者 

津下 一代）資料より） 

 

 

 

特定保健指導実施者は医師・保健師・管理栄養士等、多彩なバックグラウンド

を持ち、経験年数も様々である。そのような中でよりよい効果を引き出すために

は、保健指導実施者自身の学習や職場における教育も重要であるが、外部の研修

等に参加して、最新の医学的知識や体系立てた保健指導に関する知識を学ぶこ

と、事例検討を通して課題分析能力や面接技法を学ぶこと、他の保健指導実践事

例から学ぶこと等の力量向上プロセスが重要である。 

一方、特定保健指導の流れ（保険者と保健指導実施者の連携、対象者の選定、

連絡、スケジュール管理等）に問題があると、対象者のモチベーションの向上に

つながらず、結果的に十分な保健指導効果を得られないことになる。効果的な保

健指導のためには、保健指導技術のみならず、特定保健指導制度の仕組みをよく

理解して、保健指導チームとして成果を上げていく姿勢や、スムーズに運営でき

る業務遂行能力も重要である。この点では保健指導実施者だけでなく、運営にか

かわる事務職等も本制度の意義と運営方法を十分理解していることが求められ

る。さらに、近年、ICTが様々な生活活動に浸透していることから、保健指導に

もビデオ通話システムやアプリケーションソフトウェア（スマートフォンや

Webベースのものも含む。以下「アプリケーション等」という。）等のICTを活
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用し、対象者が保健指導を受けやすい指導体制や環境整備を行えるように、ICT

の推進に関する研修内容も盛り込む必要がある。 

特定保健指導に関する研修会等の企画に当たっては、受講者の知識・スキルの

現状とニーズ、社会からの要請を考慮し、保健指導の実践場面で役立つ内容とす

ることが求められる。全国の多数の保健指導実施者に質の高い研修の機会を提

供するため、更には研修会運営のための費用や受講者の交通費・時間等の効率化

の面を考慮すると、都道府県ごとに実施する等、保健指導実施者に身近な場での

研修の充実が求められる。また、知識伝達型など研修の内容によっては、ビデオ

通話システムを用いたオンライン研修による効率化も考えられる 

外部の研修の機会だけでは知識・技術をともに育成することは困難なため、自

己学習の意欲を高めたり、職場内教育（ＯＪＴ）につながる研修を意識して企画

することが必要である（図３）。 

 

 

 

研修を企画（Plan）するに当たっては、その目的を十分に考慮して主要なテ

ーマを定めること、受講者が研修会参加によって獲得しうる具体的な目標を考

えることが重要である。受講者のスキルのレベルやニーズに合わせて学習課題

を明確にし、それを達成できるような内容を考えていく。受講者同士がコミュニ

ケーションをとれる機会、相談や助言をできる時間を設けることも重要である。 

研修実施（Do）時には受講者が主体的な姿勢で取り組めるよう、段取りやフ

ァシリテーション等に留意する。研修内容は、実際に参加した受講者に合わせた

微調整を行う。研修終了時には、目標をどの程度達成できたかを確認する。特に



6 
 

保健指導実践の上でこれまで困難であったことを解決する能力が高まったかを

確認することが必要である（評価・Check）。 

受講者を対象にアンケート調査を行うとともに、ヒアリング等のフォローア

ップ調査を行うことで、研修の課題を明確にし、次の研修の企画に活かしていく

（見直し・Act）。このようなPDCA サイクルを回した研修を行うことで、よ

り実践に役立つ内容に改善していくことが可能となる。 

 

図４. 研修における PDCA サイクル 

（国立保健医療科学院資料より、一部改変） 

 
 

２） 受講者ニーズに合わせた研修の必要性 

～スキル評価票、職務別業務遂行能力チェックリストの活用 

これまでの研究等で、保健指導実施者においては初任者と経験者での違いや

専門職種別に強みと弱みがあり、異なる研修ニーズがあることが分かった。また、

保健指導チームのリーダー的立場にある専門職は自己の保健指導スキルの向上

だけでなく、チームとして結果を出していくための方策やプログラム評価等に

ついて関心が高いこと、特定保健指導業務の運営責任者が保健指導実施者の力

量向上に関心を持っているのか、スムーズな運営を意識しているのかの差が、保

健指導実施者のモチベーションや保健指導効果にも反映していることが分かっ

ており、適切な情報提供の機会が必要なことが明らかになった。さらに、研修会



7 
 

を企画・運営する役割を担う者においては、企画・立案の方法、研修評価の方法

について学習する機会が限られており、業務内容や立場によって学びたい内容

（研修ニーズ）の違いがみられている。 

そこで、本研修ガイドラインでは、保健指導実施者の業務内容や立場によって、

保健指導実施者（初任者、経験者）、保健指導チームのリーダー的立場にある専

門職、特定保健指導事業の運営責任者（事務職等）、更には人材育成・研修会の

運営担当者に層別化し、各層において必要とされる能力を業務遂行能力チェッ

クリストとして整理した。 

ただし、層別化した受講者に対する研修内容を全て一度に実施しなければな

らないわけではなく、例えば、以下の活用をイメージしている。 

○ 自己学習、OJTで実施すべきことと、外部研修で実施することの整理をした

上で、外部研修での優先順位を考慮してテーマを設定する 

 

○ 研修実施機関（都道府県・保険者・学会・民間企業等）別に、重点化すべき

受講者層を意識した研修を企画する。受講者募集の際にこれらの点を明らか

にし、目的にあった受講者の参加を求める 

 

○ 数年度にわたる研修計画の中で、制度や保健事業の実態、受講者のニーズに

あったテーマを取り上げる 

 

○ 各受講者層に共通の研修テーマを設定し、広く受講者を募集し情報提供を行

う研修を企画する 

 

○ 受講者に対し、必要に応じて他の研修等を紹介する 

 

３） 様々な研修方法の組み合わせ 

保健指導のためのスキルaやコンピテンシーbを高めるには、自己学習やOJT、

外部研修、外部への発表等様々な方法があり、これらを組み合わせて考えること

が重要である。 

 

➀ 自己学習 

専門職に必要とされる知識を得るのに有用である。漫然と解説書を読むだけ

でなく、まとめる、自分なりの教材を作成してみる、保健指導の時にうまく対応

 
a スキル（skill）：訓練や経験等によって身につけた技能・技術 
b コンピテンシー（competency）：高業績者の行動特性、複雑な需要に対応する総合的な能力を具体的な行動現象形態

で表したもの 
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（説明）できなかったことを振り返って学習する、外部研修の復習をする、等を

行う。保健指導の専門書を読むだけでなく、社会で問題になっている話題や保健

指導対象年代層が関心を持っているような事柄の情報を得ておくことも個人の

コンピテンシーを高めるのに役立つ。 

保健指導対象者が関心を持つような話題の知識を持つことが、対象者とのコ

ミュニケーションを円滑にすることも多い。 

 

② OJT 

保健指導の実践場面を活用した職場内トレーニングのことであり、コンピテ

ンシー形成には重要な役割を持つ。保健指導実施者が抱える不全感あるいは達

成感等を、保健指導実践直後の感覚が新鮮なうちに、短時間でもいいので数人で

共有し、改善策を検討することの積み重ねは不可欠である。これにより自分が経

験していない場面を疑似体験できるため、現状以上の思考や対応の広がりを持

つことができる。 

また、定期的にミーティングを実施し、テーマを決めて学習する、困難事例に

ついて検討する、保健指導の効果を分析する、外部研修で学んだことを内部で紹

介する、等の方法がある。ロールプレイ場面のビデオ撮影を行い、振り返ること

で保健指導の癖・弱点を可視化できる。保健指導効果とスキルの関連を検討する

ことにより、強化すべきポイントも明確にできる。また、職場内研修に時々外部

専門家の参加を求めることで、質を高めることが可能となる。 

学会・研究会・研修会において積極的に発表することにより、仕事をまとめる

能力も高まり、外部の意見に接することにより更に向上心が高まることが期待

される。経験年数を考慮し、計画的に発表の機会を持つことが望ましい。 

 

③ 外部研修 

研修実施機関に与えられた目的に合わせ、受講者層を意識したテーマ設定が

必要である。最新知識や制度に関する講義・事例紹介等の座学、事例検討やロー

ルプレイ、保健指導プログラムの作成演習、課題解決に向けたグループワーク等

の演習を組み合わせる。 

 

a. 研修会の前に実施すべきこと 

○ 申込書に、①保健指導の実施において課題に思っていること、②研修会で特

に聞きたいと思っていること、③講師への質問事項、等の記載欄を設ける。

これを研修企画者は講師と情報共有し、受講者のニーズに合った研修企画を

行う。 
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○ 申込時に事前課題を提供することにより受講者自身が課題意識を持って研

修会に参加できるようにする。 

 

b. 講義時に実施すべきこと（受講者の主体的な姿勢につなげるために） 

○ 研修当日の研修開始前に、受講者に保健指導スキルを自己評価してもらう。

そのことにより、受講者は問題意識を持って研修に参加することができる。

また、研修前後で実施することにより、今後の自己学習の課題を把握できる。

研修企画者にとっても前後比較により習得度の変化を把握できる。 

保健指導のスキルの自己評価の参考例として、「保健指導スキル評価表」を

表１に示す。 
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表 1.保健指導スキル評価表（自己評価、研修ニーズ把握、研修の効果検証に活用してください。） 

保健指導スキル評価票 

（研修会名：     開摧日時：  年  月  日） 

（   ）内に該当数字をご記入ください。 

性別：1.男性 2.女性  

年齡：（  ）歳代 

所属：1.市町村  2.健診機関  3.医療機関  4.保健所  5.健康保険組合  6.企業  7.その他 

職種：1.医師  2.保健師  3.看護師  4.管理栄養士  5.栄養士  6.健康運動指導士 

     7.臨床検査技師  8.薬剤師  9.事務職  10.その他（     ） 

＊複数の資格をお持ちの方は複致回答してください。 

勤務形態：1.常勤  2.非常勤 

保健指導経験年数：（    ）年 

＊特定保健に限らず、健診後の生活習慣改善指導等も経験年数に含みます。 

保健指導の従事頻度: 1.週に 1 日以上 2.週に 1 日未満 

下記項目に対し保健指導枝術の習得度を 4 段階で評価し、該当数字一つに〇をつけて下さい。 

no. 項目 習得度 
低       高 

1 対象者との対話から行動変容ステージや生活上の課題を整理できる 1  2  3  4 

2 対象者の生活状況を踏まえて何から改善することが可能か対象者とともに考えることができる 1  2  3  4 

3 食行動と食事量をアセスメントし、食習價改善の必要性を判断できる 1  2  3  4 

4 対象者の健康課題と生活習慣に合わせて，食生活の多様な取組の具体策を提案することができる 1  2  3  4 

5 設定した食行動の目標を実行すれば、どの程度の減呈効果を期待できるか，エネルギー量に換算して示
すことができる 1  2  3  4 

6 身体活動・運動量をアセスメントし運動習慣改善の必要性を判断できる 1  2  3  4 

7 対象者の健康課題と生活習慣に合わせて、身体活動の多様な取組の具体策を提案することができる 1  2  3  4 

8 設定した身体活動・運動の目標を実行すれば、どの程度の減量効果を期待できるか、エネルギー量に換
算して示すことができる 1  2  3  4 

9 健診結果や病歴から運勤実施上の注意事項を説明できる 1  2  3  4 

10 喫煙習慣や禁煙に対する行動変容ステージをアセスメントできる 1  2  3  4 

11 行動変容ステージに合わせた禁煙支援ができる 1  2  3  4 

12 問題飲酒のアセスメントができる 1  2  3  4 

13 行勤変容ステージに合わせた適正飲酒の支援ができる 1  2  3  4 

14 グル-プ支援ができる 1  2  3  4 

15 面接や電話、メール等を活用して継続的な支援ができる 1  2  3  4 

16 保健指導において ICT（ビデオ通話システムやアプリケーション等）を活用できる 1  2  3  4 

17 対象者が生活習慣改善を実践するための社会資源（イベント・教室・自主グループ、運動施設・環境、
禁煙外来等）を紹介できる 1  2  3  4 

18 対象者を取り巻く瑋境（家庭・職場など）が原因で生活習慣改善の実践が困難である人に対して、困
難さを軽減させて自己決定を促す支援ができる 1  2  3  4 

19 行勤変容ステージが無関心期の人に対して、適切な対応ができる（本人の思いを整理したリ、本人ので
きることに 目を向けることができる） 1  2  3  4 

20 高齢の対象者に対し年齢に配慮した保健指導ができる（ロコモティブシンドローム、フレイル等） 1  2  3  4 

21 2 年連続して特定保健指導の対象となった者に対して、指導方法や内容を見直して支援できる 1  2  3  4 

22 自らの保健指導を評価し保健指導方法を改善できる 1  2  3  4 
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○ 受講者が主体的に参加できるようにするため、講義方法を工夫する。 

 講義の中で受講者同士が短時間でグループディスカッションを行い、講

義内容を整理し理解を深める時間をとる 

 受講者の実践活動場面に即した内容（計算、シミュレーション等）を準

備する 

 質問の時間をとる（質問カードを配り、まとめて返答する等） 

 講義とグループワークを連動させる等 

 

○ 外部講師には保健指導プログラムの流れや研修のねらい、受講者層とそのニ

ーズについて事前に情報提供することが重要である。研修会全体の中での担

当講義の位置付け・役割が明らかになると、講師の資料等の準備にも役立つ。 

 

○ 外部研修の意義として、単に知識の提供だけでなく、保健指導実施者のモチ

ベーションを高める点も忘れてはならない。エビデンスに触れること、講師

の熱意や経験談等から受講者が学ぶことは多い。逆に持論を展開するだけで

研修ニーズに合わない講義、準備不足の講義、ネガティブな発言等には受講

者が落胆する。研修会企画者は受講者の立場に立って講師の選定を行うこと

が大切である。 

 

c．演習時に実施すべきこと（実践にすぐに役立つ演習企画のために） 

○ 演習においては、他の受講者の様々な意見を聞いて保健指導を多角的に考え

られること、その後の全体のまとめを通じて知識・経験を整理できることが

望ましい。知識としては知っているはずのことであっても、実際の保健指導

の場において活用できていないことに気付き、「知識を活用できる状態にす

ること」の重要性を体験することができる。 

 

○ 個人ワーク、グループワーク、全体討議のステップで進め、全員が主体的に

参加できるよう配慮する。個人の考えをまとめる時間がないまま、いきなり

グループでの話し合いに入ると、発言者に偏りが出て議論が深まらないこと

が多い。研修企画者はファシリテーターを配し、進行や適切な時間配分に配

慮する。（演習に割り当てる時間に応じ、テーマ設定と段取りを考えること） 

 

○ 演習で学習したことを定着させるために、研修終了後OJTとして、演習の内

容を復習することを受講者に促す。 

【参考：特定保健指導の演習例】 

 個別事例検討：事例から検査データの解釈、生活習慣・背景の整理、対象者
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に質問したい内容、保健指導のポイントを話し合う。事例については、困難

事例を取り上げる傾向も見られるが、まずは「よくある事例」を取り上げて

丁寧に（事例）検討を行うことが重要である。 

 ロールプレイ：保健指導の場面を３～４人のチームで実施。保健指導実施者

役、対象者役、観察者役を立て、どのような流れであったのか、対象者の気

持ちが動いた働きかけは何か、改善した方がよいポイントは何か等について

検討する。 

 ビデオ演習：面接場面を撮影したビデオを活用し、良いポイント、修正した

方がよいところ等を話し合う。各段階で知識を確認しながら進められる。 

 保健指導プログラム作成演習：対象者の条件に合わせ、積極的支援プログラ

ムを作成する。例えば、被用者保険被保険者本人・男性、被扶養者・女性、

国民健康保険・高齢者等の対象者の条件を設定、個別面接かグループ支援か

どちらの方が適しているか、継続支援では電話、面接、電子メールのどの方

法がアクセスしやすいのか、ICTリテラシーやICT環境が適切か等を具体的

に検討していく。対象者の立場に立って、ソーシャル・マーケティングの4P 

（Product、Price、Place、Promotion）の視点も入れて、対象者が受け入

れやすいプログラムを検討することで企画力を醸成する。 

 課題検討：実施率を高めるには何をするべきか、繰り返し保健指導の対象と

なる者にはどのような保健指導の工夫が考えられるか等具体的なテーマに

ついて課題を整理し、解決法を議論する。個人の能力向上だけでなく組織的

な対応の必要性を発見する等、具体的かつ前向きな解決法を考えられるよう、

ファシリテートすることが大切である。 

 評価演習：データを用いて保健指導の効果を分析し、課題を抽出する手法を

学習する。 

以上のように、保健指導の流れに沿って実施すると臨場感のある演習が可能

となる。研修実施者は、演習のまとめを作成し、受講者に後日フィードバックす

ることが望ましい。 

 

④ e-ラーニングやSNS（Social Networking Service）などICTの活用等、最

近はe-ラーニングやホームページを使った学習形態も普及し、個人のペース

で効率的な学習が可能になってきた。研修企画者は、学習内容や効果を十分吟

味した上で、受講者の特性に応じてこれらの学習方法を準備することも、保健

指導の効率化の一つの方法である。 

 

４） 研修実施機関別の主たる受講者 

特定保健指導に関する研修実施機関としては、国（国立保健医療科学院）、全
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国レベルの組織（保険者中央組織（国民健康保険中央会、健康保険組合連合会、

全国健康保険協会等）、職能団体中央組織、学会等）、都道府県レベルの組織（都

道府県、保険者協議会、国民健康保険団体連合会、全国健康保険協会や職域団体

等の支部等）、民間団体等がある。 

研修内容としては、制度の根拠や規則等の改正点等の他、保健指導スキルやコ

ンピテンシーを高める内容、保健事業のマネジメント、先駆的事業の紹介等の内

容が含まれる。対象としては、保健指導実施者向け、組織の管理職など向け（制

度についての理解）、運営担当者向けがある。 

現時点の特定保健指導に係る研修体系を整理すると図５のとおりとなる。ま

た、研修実施機関と主な受講者を整理すると、表２のようにまとめられる。 

研修実施機関によって受講者と研修目的が異なるが、いずれの研修において

も、一定以上の質が保たれていることや、受講者が学びたいという意欲を引き出

す研修が求められる。 

 

図５. 研修の体系図 

標準的な健診・保健指導プログラム(改訂版)及び健康づくりのための身体活動基準2013に

基づく保健事業の研修手法と評価に関する研究(研究代表者 津下 一代)資料より 

 
*1 専門的知識に関する講習は全国レベルの研修を受講しなくてもよいが、制度、事業評価等に関する研

修企画者は上位の研修に参加することが望ましい。  

*2 都道府県における研修には、市町村の他当該地区の医療機関・保健指導機関等で保健指導を実施する

者が参加できるように配慮すること。 

*3 国保連合会は保険者中央組織としての位置づけもある。  
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表２．研修実施機関別の研修目的と主たる受講者 

研修会 

主催者 
レベル 

主たる 

研修目的 

参

加 

機

関 

都道府県・中

央組織等*３ 

支部

組織 

保険者、特定保健指導保健指導機関 

職能団体・学会等 

受

講

者 

研修企画者 

保健指導実施者 運営 

初任者 経験者 
リー

ダー 
担当者 

国・保健 

医療科学院 

（Ａ） 

国 

研修企画・

運営・評価 

 

◎ 〇         

保険者中央

組織＊１ 

（Ｂ） 

全国 

知識・技術   ◎ ◎ ◎ ◎   

事業運営   ◎   〇 ◎ ◎ 

研修企画   ◎     〇 〇 

職能団体＊2 
知識・技術     ◎ ◎ ◎   

研修企画   ◎     〇   

学会 知識・技術     ◎ ◎ ◎   

都道府県・

保険者協議

会・国保連 

（Ｃ） 

都道府

県 

知識・技術     ◎ ◎ 〇 〇 

事業運営       〇 ◎ ◎ 

職能支部 知識・技術     ◎ ◎ 〇   

民間研修 

機関 

（Ｄ） 

各々 

知識・技術     ◎ ◎     

事業運営       〇 ◎ ◎ 

保健指導 

機関 

（OJT） 

職場 
知識・技術     ◎ ◎ ◎   

事業運営       〇 ◎ ◎ 

◎主たる受講者（積極的な参加）、〇参加可能な受講者 

＊１：国民健康保険中央会、健康保険組合連合会、全国健康保険協会、共済組合連合会 

＊２：医師、保健師、管理栄養士等の専門職種の団体 

＊３：国保連合会、保険者協議会を含む。 
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① 国（国立保健医療科学院）が行う研修 

○ 国は国立保健医療科学院において、都道府県、保健所設置市及び特別区、保

険者中央組織及び都道府県支部、保険者協議会、職能団体（全国レベル）、

学会等の研修企画者を対象に、政策目標に合致し、受講者ニーズに合わせた、

研修を企画・運営・評価できるようにするための研修を実施する。 

 

○ 国の研修（図５、A レベル）受講者は、都道府県等における実務者研修（図

５、B・C レベルの研修）を主催、若しくは積極的に関わることが求められ

る。 

 

○ 上記受講者の他、都道府県、保険者協議会及び国保連合会が大学等の学術・

研究機関と協働で研修を企画・運営している場合、必要に応じてこれら機関

の専門家等が国の研修を聴講できるよう配慮する。 

 

○ 本研修の企画にあたり、受講者（研修企画者）が直面している問題の解決に

役立つような研修を企画することが求められる。 

 

○ 研修の内容としては、生活習慣病対策に関する国の動向や学会等の最新情報

の他、現場のニーズ等を踏まえ、研修内容(講義や演習等のテーマ)を毎年評

価し、必要に応じて見直しを行う。 

 

○ 研修の効果を高めるためには、事前課題を提示し、能動的な学習を促す工夫

も必要となる。例えば、制度等に関する知識については事前に資料を読み込

んだりビデオ教材で学習してきてもらい、これまでとの相違の理解や疑問点

を確認できる場を設定したり、自機関が実施してきた研修会のアンケート調

査結果を振り返り、研修企画に関する課題を事前に整理することを促したり

する等の方法がある。こうした事前課題を、研修中に実施するグループワー

クと連動させ、受講者の課題解決能力の強化につなげるよう工夫することが

望ましい。 

 

○ 国が行う研修に参加することの利点の一つに、異なる地域・職域・組織の経

験を受講者間で共有できることがある。この利点を活かせるよう、研修の企

画に当たっては、経験を共有するための場や機会を工夫することが必要であ

る。 
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② 全国レベルの研修 

○ 保険者中央組織、職能団体中央組織等（図５、Bレベル）が、全国から受講

者を募集して特定保健指導に関する研修会を開催する場合、研修企画者は国

が実施する特定保健指導に関する研修を受講することが望ましい。一方、学

会等が開催する、生活習慣病に関する病態や行動変容スキルについての講習

等専門職の技術力向上を主たる内容とする研修会では、開催にあたり前述の

研修の受講は求めないが、公開されている国の研修の情報や資料を収集する

等して、その内容を踏まえた研修を実施することが望ましい。 

 

○ 研修の内容としては、特定保健指導についての内容の他、データヘルス計画、

医療費適正化等に関連した情報、健康医療制度の見直し等に関する動き等、

国の動向についての情報や保健指導に役立つ新しい知見についての情報提

供を行う。また、支部組織や保健指導機関においてリーダー的な役割を果た

す人材の育成も重要であり、専門的な知識や技術に関する講義や事業運営に

関わる演習等の工夫も必要である。 

 

○ 国民健康保険中央会、全国健康保険協会、健康保険組合連合会、職能団体（全

国レベル）(図５、B レベル)は、支部組織（図５、Cレベル）を対象とした

研修会を企画している場合には、研修企画力向上のための研修を行うだけで

なく、必要に応じて、支部組織が研修を企画する際の支援を行い、都道府県

や保険者協議会と連携するよう助言する。 

○ 健康保険組合連合会、全国健康保険協会では、産業保健分野との連携、他の

被用者保険との共同実施等を視野に入れた研修を企画することも必要であ

る。 

 

○ 学会は当該分野の専門家で構成されているので、その専門とする領域を中心

に研修を組み立てることができる。受講者ニーズとしては詳細な専門知識だ

けでなく、その知識等を活用して保健指導をどのように効果的に行うかが重

要であることに留意する。例えば、保健指導教材の科学的根拠の解説や、保

健指導と医療との関連等について情報提供を行う等が考えられる。学会外部

から受講者を募集する場合には、①研修の目的と達成目標、②研修内容、③

研修受講者の範囲、を明らかにし、受講者がより選択しやすくなるような情

報提供が求められる。 
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③ 都道府県レベルの研修 

地域における保健指導を担う人材育成の場として、初任者や保健指導実施者

に対する実践的な研修、事業運営に関する具体的な手順・評価に関する研修が求

められている。 

○ 都道府県等において研修企画を行う者は、国が実施する特定保健指導に関す

る研修を受講することが望ましい。 

 

○ 都道府県における研修の企画に当たっては、市町村の国保担当部門や衛生部

門だけでなく、被用者保険と研修を共同実施することを視野に入れて、研修

の内容や時期等について健康保険組合、全国健康保険協会等の保険者や保健

指導機関等の意見を取り入れることも重要である。受講者が、地域における

研修の機会を有効活用できるように、研修企画者は、他の研修内容を確認し、

必要な事項を重複なく実施できるよう調整することが必要である。 

 

○ 都道府県は健康増進計画の推進等と併せ、個人に対する生活習慣改善につい

ての働きかけの重要性とともに、健康な環境づくり、保健サービスへのアク

セスの改善等に視点を置いた研修を行うことが大切である。市町村における

生活習慣病対策の推進においては、健康づくり担当部門と特定保健指導担当

部門の連携がとれていることが重要であり、研修の機会を通して共通の目標

を意識することや共通に活用できる社会資源・関係者についての情報共有を

行う。 

 保健指導初任者に対する基礎研修は都道府県の役割として重要であり、都道

府県には基礎知識を提供する場を作ることが求められている。都道府県は少

なくとも年１回は特定保健指導に関する研修を行うことが望ましい。 

 研修を実施するためには、様々な関係機関との調整が重要である。国保連合

会等との連携だけでなく、地域の大学や研究所等、研修企画に対する専門的

な立場からの助言や、研修の講師派遣、研修後の市町村等の支援に協力して

くれる可能性がある機関と日ごろから情報交換を行い、関係づくりを行う必

要がある。既存の関連する協議会等を活用し、研修の実施及び評価に関する

課題を整理したり、関係者間の役割分担について整理することで、広域的な

研修の実施及び評価体制を構築することが必要である。受講者募集に当たっ

ては、これらの機関と協力して実施することが望ましい。 

 コアスライド（研究班教材https://ktsushita.com/index.php/healthguidance 

/#trainingmaterials）や演習ビデオを活用することにより、研修の標準化を

図ることができる。また、地元大学等と連携して実施することで、費用低減

を図ることができる。 
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 研修企画者が受講者ニーズに合わせたきめ細かな対応ができるよう、国の研

修会に参加し研修企画について学ぶことが重要である。また、前述の協議会

の活用や有識者の助言を受けられるようにすること等が考えられる。次年度

の予算化の時期には、過去の研修評価を反映した企画を提案し、絶えず受講

者ニーズや制度を取り巻く状況等を捉えた研修企画につなげていく必要が

ある。 

 

○ 職能団体（医師会、看護協会、栄養士会等）は専門的な知識・技術の研鑽の

場として研修を企画することが多い。研修内容が、一部の専門分野に偏らな

いよう、研修内容の工夫が必要である。 

 

○ 特定保健指導の円滑な実施に当たっては、契約等の事務手続きの円滑化、外

部委託機関との協力体制、個人情報の取扱い、事業評価、人材確保について

の知識が不可欠である。 

 

○ 保険者の事業運営担当者では、健診・レセプト等各種データの活用や保険者

機能、データヘルス計画等との関連も重要である。 

 

④ その他の実施主体 

○ 民間研修機関は、研修の委託を受けて実施する場合、委託元との綿密な打ち

合わせにより現状、課題、ニーズ把握を行い、受講者のニーズにマッチした

研修になるよう留意すべきである。 

 

○ 保健指導機関においては、計画的なOJTを職場内の責務として計画的に実

施する必要がある。業務を遂行するうえで必要な手順の確認、所属保健指導

機関で用いる指導教材への習熟、保健指導内容の振り返り、保健指導スキル

評価、保健指導の効果の評価、困難事例の研究・カンファレンスは日常管理

において必須である。よりよい保健指導プログラムへの改善のためには、勉

強会の実施や学会・研究会における発表、外部研修受講者が職場内に持ち帰

り情報共有を行う場の設定等を、指導的立場の保健指導実施者を育成する上

で実施することが望ましい。また、自己学習を積極的に勧める。 

 

○ 学会等が認定する生活習慣病予防に関する資格の習得や、保健指導の効果を

高めるスキルアップ研修への参加を通じて、生活習慣病予防の役割を担う専

門職として、キャリアアップを図ることができる。外部研修への参加では、

多機関からの受講者や講師等との交流を通じて、よりよい保健指導へのモチ
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ベーションを高めることも重要である。 

 

５）研修の評価（共通的な事項） 

特定保健指導に関する継続的な研修会を企画する上で、講師や受講者へのフ

ィードバックや、次の研修に課題や改善点を活かすためにも評価が重要である。 

本研修ガイドラインでは、研修の評価項目について、全ての研修に共通する内

容と各分野で該当する項目に分類して示す。 

 

（全ての研修に共通する評価項目） 

ア．研修実施体制（ストラクチャー評価） 

 研修実施機関の中で、主たる担当者を中心としてチーム形成ができたか 

 組織外の関係者と連携・調整し、当該研修の果たすべき役割を明確化でき

たか 

 目的達成のために必要な予算、機材等を得られたか 

 

イ．準備過程の評価（プロセス評価） 

 社会情勢や受講者層のニーズを把握できたか 

 ニーズにあった企画ができたか 

 スキルや業務遂行能力を高めるために、自己学習、OJTと外部研修等の方

法を組み合わせて考えることができたか 

 研修の目的を明確にし、受講者数等の目標を適正に立てられたか 

 目的にあったプログラム構成となったか 

 講師との調整はうまくいったか。講師からの積極的な提案を得ることがで 

きたか 

 演習は、受講者の実践ニーズに対応していたか 

 演習の流れ・時間配分について、受講者に分かりやすい手順を示している

か 

 演習のシミュレーションを実施したか 

 研修効果を把握するためのアンケート等の評価項目は適切だったか 

 予算、収支を考慮した企画であったか 

 

ウ．研修会参加状況の評価（アウトプット評価） 

 地域、職種、経験年数別の参加状況等、詳細な分析により、目的とした受

講者層が参加したか 

 受講者は積極的に受講したか 

 受講者は積極的に演習に参加したか 
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 受講者からの技術的な質問に対し、適切に対応できたか 

 研修会の運営はスムーズであったか 

 

エ．研修会後評価 

 受講者のニーズに応える研修であったか 

 目的に合った研修の内容であったか（講師選定、教材等） 

 受講者からの苦情や研修に対する意見への対応を行えたか 

 受講者の意欲・知識・技術の変化がみられたか 

 受講者の意欲・知識・技術の変化が定着しているか（フォローアップ調査） 

 研修の課題を明確にし、次回の研修会に活かせるか 

 

オ．アウトカム評価 

 受講者の保健指導スキル、業務遂行能力等、必要とされる能力が高まった

か 

 研修会の満足度が高く、人材育成、研修会の必要性が認識され、次回以降 

の受講者が増えたか 

 研修会の企画・運営を通じ、地域の生活習慣病予防における連携体制が強

化されたか 
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Ⅱ．職務・経験別の受講者ニーズに対応した研修を実施する 

１） 保健指導実施者 

① 求められる能力 

保健指導の実践現場で必要とされることは、以下の内容が考えられる。 

○ 特定保健指導の制度と仕組みを理解し、対象者に説明できること 

 

○ 健診データや問診から病態を整理し、健康課題を明確にできること 

 

○ 上記について、対象者に対して分かりやすく説明できること 

 

○ 対象者の生活背景やすでに実施している健康行動を把握した上で、何ができ

るかを一緒に考え、目標設定を促すこと 

 

○ アウトカム評価を意識した主要達成目標・行動目標の実現に向けて継続的な

支援ができること 

 

○ 上記のために、対象者の検査データの改善度、行動目標の達成度、生活習慣

の改善状況等を評価して、より効果的な保健指導の方法・内容に改善できる

こと 

 

○ 保健指導の経過を振り返り、よりよい保健指導のために研鑚を積むこと 

 

○ 社会人としてのコミュニケーションがとれること 

 

【経験に応じて求められる能力】 

研修を企画するに当たっては、受講者の経験年数により、内容と研修形式を配

慮する必要があるため、本研修ガイドラインでは初任者、経験者に分けて記載す

る。 
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a．初任者（保健指導経験年数1～２年目） 

初任者であっても、保健指導実施者として対象者に指導を行う以上、一定以上

の知識と対応力が必要である。保健指導実施者は医師、保健師、管理栄養士等の

異なった職種であるため、学んできた専門知識や実践経験は大いに異なる。研修

の目標はメタボリックシンドローム改善のために行う保健指導に必要な知識と

技術の習得であるので、研修会ではその差異をできるだけ縮める内容とし、受講

者もその努力が必要である。基本的には、基礎的な内容については職種を問わず

同一にするが、職種により強化すべき内容を別プログラムで実施する等の方法

が考えられる。 

この段階での学習では、OJTと自己学習が中心となる。先輩等の保健指導の

観察により保健指導の流れを理解することや事例カンファレンスで主体的に考

えていくこと、知識を整理していくこと等が求められる。職場では、ロールプレ

イ等を実施し、保健指導実施者が必要なスキルを習得していることを確認の上、

実務を担当させることが適切である。保健指導実施者が、必要なスキルを習得し

ているかを確認する一つの方法として、業務遂行能力チェックリスト【初任者

（保健指導経験年数1～２年目）対象】を表３に示す。自己評価、上司等による

客観評価を受け、一定水準以上と判断された場合に保健指導の実施が許可され

るべきである。 

保健指導実施者は専門分野以外の内容については十分に自信を持つことがで

きない傾向があるため，意識的に補強する必要がある。各職能団体における研修

では、弱点克服に向けた内容を取り入れることが望ましい。 

OJT が十分できない職場では、積極的に外部研修に参加させるようにする。 
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表３. 業務遂行能力チェックリスト【初任者（保健指導経験年数１～２年目）対象】 

  獲得目標 習得が求められる知識や指導技術 

事
前
準
備
及
び
実
施
に
関
す
る
内
容 

保健指導全般に 

関わる能力 

1 特定健診・保健指導の理念・目的を理解している 

2 保健指導対象者の選定と階層化の手法を説明できる 

3 保健指導プログラムの具体的な内容についてわかりやすく説明できる 

4 保健指導技術向上につながる自己学習（知識習得・情報収集）に努めている 

5 保健指導に関する研修会等に参加している 

6 社会人として必要とされるコミュニケーション能力を有している 

 保健指導の運営に関する能力 

7 健診データ等の個人情報を適切に管理できる 

8 プライバシー等に配慮した会場の設置ができる 

9 
対処の難しい事例を担当する場合、1 人で解決しようとせずに、上司や先輩に相談できる 

（場合によっては、保険者に相談できる） 

10 グループ支援の進行、説明等ができる 

11 
対象者の目標達成状況や保健指導への参加状況に応じた継続支援の方法や頻度を判断すること

ができる 

12 
保健指導の参加率や効果の向上につながるよう初回面接や継続支援に ICT（ビデオ通話システ

ムやアプリケーション等）を組み込むことができる 

 対象者を理解する能力 

13 健診データや問診から、身体状況や保有するリスクを把握できる 

14 健診結果からただちに医療機関の受診を要するか否かの判断ができる 

15 
メタボリックシンドロームに着目して検査結果の説明や今後起きうる生活習慣病への影響を説

明できる 

16 
対象者との対話から生活背景及び性格特性等をアセスメントし、行動変容ステージや生活上の

課題が整理できる 

17 対象者の健康状態改善に向けて、効果が期待できる生活習慣改善法をリストアップできる 

 対象者の生活背景をふまえ、前向きな自己決定を促す能力 

18 
対象者の生活状況を踏まえて、何から改善することが可能か対象者とともに考えることができ

る 

19 減量や生活習慣の改善により、健康状態や検査数値にどのような効果を与えるかを説明できる 

20 継続的支援のためのツール（体重計・歩数計・スマホ、ウェアラブル端末等）の活用ができる 

21 生活習慣、健診データ、関心度や行動変容ステージに合わせた教材の活用ができる 

22 記録表から目標に対する実践状況、行動変容ステージを読み取ることができる 

23 
実践状況・行動変容ステージを意識して、フィードバック（励まし、賞賛、目標の見直し等）

ができる 

個々の生活習慣に 

関して 

指導できる能力 

 食生活に関する指導技術 

24 食行動と食事量をアセスメントし、食習慣改善の必要性を判断できる 

25 
食事と生活習慣病の関連や、代謝の調整とエネルギー、栄養素、食品との関連について説明で

きる 

26 
対象者の健康課題と生活習慣に合わせて、食生活の多様な取り組みの具体策を提案することが

できる 

27 
設定した食行動の目標を実行すれば、どの程度の減量効果を期待できるか、エネルギー量に換

算して示すことができる 

 身体活動・運動に関する指導技術 

28 身体活動量・運動量をアセスメントし、運動習慣改善の必要性を判断できる 

29 
対象者の健康課題と生活習慣に合わせて、身体活動の多様な取り組みの具体策を提案すること

ができる 

30 
設定した身体活動の目標を実行すれば、どの程度の減量効果を期待できるか、エネルギー量に

換算して示すことができる 

31 健診結果や病歴から運動実施上の注意事項を説明できる 

 たばこに関する指導技術 

32 喫煙者に対して、禁煙の重要性を高めるアドバイスができる 

33 喫煙者に対して、禁煙のための解決策の提案を行うことができる 

 アルコールに関する指導技術 

34 質問票における飲酒量の回答等から、問題飲酒のアセスメントの対象者か判断できる 

35 問題飲酒のある対象者に対して、減酒を提案し、具体的な減酒目標を立てることができる 

評
価 

評価に関する能力 

36 
対象者の意欲・行動変容ステージ、生活習慣、検査値の変化を評価して、保健指導方法を改善

できる 

37 自らの保健指導を評価し、自身の保健指導方法を改善できる 

38 対象者のアウトカム評価を適切に行うことができる 
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ｂ．経験者（保健指導経験年数３年以上） 

初任者の時期には、パターン化した説明を行うのに精一杯であるが、経験者の

時期には説明の科学的根拠や背景を詳しく知ること、保健指導の効果を知るこ

とにより、保健指導スキルを格段に高めることができる。 

この時期に適切な教育や意欲を高めるきっかけがないと、保健指導にも慣れ

てきてマンネリ化やパターン化しやすい。いつもとおりこなしている、という感

覚で保健指導を行っていると、効果も上がりにくくなる場合がある。また、保健

指導に対する自信から、自己研鑽がおろそかになる場合がある。対象者の将来の

生活を思い、よりよい保健指導を行いたいという意欲を高めることや偏りがち

な指導法を振り返り、困難事例にも対処できる力をつけることが大切である。 

初任者と同様に、経験者においても保健指導に関する業務遂行能力を確認し、

資質の向上を図ることが求められる。業務遂行能力を確認する一つの方法とし

て、業務遂行能力チェックリスト【経験者（保健指導経験年数３年以上）対象】

を表４に示す。また、個人の保健指導スキルだけでなく、保健指導機関が組織と

して成果を出せるような意識を持つことや、よりよい保健指導の方法について

の提案力を持つこと、評価の構造を理解し、保健指導を改善できる力も身につけ、

更には社会資源にも配慮し、保健指導終了後もよい生活習慣が継続できるよう

な支援を行えるようになることが望ましい。また、初任者を育成することも求め

られ、初任者を評価する場合、できていることに注目して強化していくことや、

課題についてもこれからの成長を促すようなフィードバックができることが求

められる。 

 

【個々の生活習慣に関する専門知識を持ち活用できる能力】 

科学的根拠に基づき、対象者にとって改善しやすい生活習慣の具体的内容と

その目標を提案できる能力が必要である。個々の生活習慣は互いに関連してい

るため、対象者が置かれた状況を総合的に判断し、生活習慣の改善に向けた支援

をバランスよく行うことが求められる。また、対象者の意欲・行動変容ステージ、

生活習慣、検査値の変化を評価して、保健指導方法を改善していくことも必要で

ある。 

 

ⅰ）食生活についての専門知識 

対象者の栄養状態や習慣的な食物摂取状況をアセスメントし、健診結果と代

謝、食事内容との関係を栄養学等の科学的根拠に基づき、対象者に分かりやすく

説明できる能力が必要である。その上で、「日本人の食事摂取基準」、「食生活

指針」、「食事バランスガイド」や食事療法の各種学会ガイドライン等の科学的

根拠を踏まえ、エネルギーバランス（食事によるエネルギー摂取量と身体活動に
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よる消費量）も考慮し、対象者にとって改善しやすい食行動の具体的内容を提案

できる能力が必要である。その際には、対象者の食物の入手のしやすさや食に関

する情報の入手のしやすさ、周囲の人々からのサポートの得られやすさ等、対象

者の置かれた食環境の状況を踏まえた支援の提案や、国の健康日本21（第三次）

や自治体の健康増進計画に基づく栄養・食生活に関する目標について情報提供

できる能力が必要である。また、ⅱ）の身体活動についての専門知識と合わせて、

対象者によりよい支援を提案できる能力が必要である。 

 

ⅱ）身体活動についての専門知識 

運動生理学、スポーツ医科学、体力測定・評価に関する基礎知識を踏まえ、身

体活動や運動習慣と生活習慣病発症との関連において科学的根拠を活用し、対

象者に分かりやすく説明できる能力、更に正しい身体活動・運動フォームや実施

方法を実演する能力が必要である。特に、身体活動の量、強度（メッツ）、種類

に関する知識や、誤った身体活動の実施に伴う障害に関する知識が求められる

他、対象者に応じた身体活動の習慣を獲得するための工夫を提案できる能力が

求められる。更に、対象者の身体活動の量やそれに伴うエネルギー消費量の増加

を適切に把握し、体力の水準を簡便に評価する方法を身につけ、「健康づくりの

ための身体活動基準2013」及び「健康づくりのための身体活動指針（アクティ

ブガイド）」に基づく、個々人に応じた支援の提供や、国の健康日本21（第三

次）や自治体の健康増進計画に基づく身体活動に関する目標について情報提供

できる能力も必要である。また、ⅰ）の食生活についての専門知識と合わせて、

対象者によりよい支援を提案できる能力が必要である。 

 

ⅲ）喫煙についての専門知識 

対象者の喫煙状況や禁煙の意思をアセスメントし、喫煙が健康に及ぼす影響、

禁煙が健康にもたらす効果、禁煙方法等について、「喫煙と健康喫煙の健康影響

に関する検討会報告書（平成２８年８月喫煙の健康影響に関する検討会編）」、

禁煙ガイドライン（２０１０年改訂版）（９学会：日本口腔衛生学会、日本口腔

外科学会、日本公衆衛生学会、日本呼吸器学会、日本産婦人科学会、日本循環器

学会、日本小児学会、日本心臓病学会、日本肺癌学会）、禁煙支援マニュアル第

二版（２０１７年増補改訂版）（厚生労働省健康局健康課）等の科学的根拠に基

づき、対象者の特性に合わせて分かりやすく説明し、禁煙を支援できる能力が必

要である。喫煙が健康に及ぼす影響については、喫煙が独立した循環器疾患や糖

尿病のリスク因子であるとともに、メタボリックシンドロームやその他の生活

習慣病に喫煙が重なると虚血性心疾患や脳血管疾患のリスクが著しく高まるこ

とを説明する必要がある。また、標準的な健診・保健指導プログラム第３編第３
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章 ３ － ７ （ ７ ） や 保 健 指 導 の た め の 禁 煙 支 援 簡 易 マ ニ ュ ア ル

（ https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000194155_

00004.html）も参照されたい。 

 

ⅳ）アルコールについての専門知識 

アルコールと生活習慣病との関連や、アルコールによる精神的及び社会的な

影響に関する知識を持ち、対象者が抱える困難に共感する姿勢が求められる。ま

た、問題点を分かりやすく説明し、目安となる飲酒量（適正飲酒量）の理解を図

り、行動変容へと結びつける能力が求められる。また、標準的な健診・保健指導

プログラム第３編第３章３－７（７）や「保健指導におけるアルコール使用障害

スクリーニング（ＡＵＤＩＴ）とその評価結果に基づく減酒支援（ブリーフイン

ターベンション）の手引き」（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuit

e/bunya/0000194155_00004.html）も参照されたい。 

 

②研修方法 

基礎的なメタボリックシンドロームに関する病態や基本的な生活習慣改善に

関する知識の提供にとどまらず、web学習やe-ラーニング、ビデオ教材による

動画の活用、具体的な事例を用いた演習等を通じて、保健指導スキルの向上に資

するように努める。経験年数に応じた段階的な研修の実施が望ましい。 

 

【具体的な研修内容】 

講義形式： 

ⅰ）保健指導全体 

 特定保健指導の理念、制度・仕組み（階層化、支援方法）とその評価 

 メタボリックシンドロームに関する知識、健診データや生活習慣との関

連 

 生活習慣病予防に関連した最新の知見 

 行動変容に関する基本的知識・技術、信頼関係の構築 

 行動変容ステージを把握した上での適切な支援 

 対象者の生活環境や働く環境に基づいた支援やアドバイス 

 アセスメントの種類と具体的な方法 

 実現可能な目標設定 

 意欲・行動変容ステージ、生活習慣、検査値の変化の評価 

 個人情報保護とデータの取扱い 

 

ⅱ）食生活 
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 食生活と生活習慣病の関連（疫学調査、介入研究） 

 実際の食行動や食事量と目標とする食行動や食事量との違いについて

気付きを促す 

 食事の量と内容を改善するための具体的な指導（対象者特性に合わせる） 

 食事摂取基準や関連学会ガイドラインの食事療法についての理解 

 

ⅲ）身体活動 

 身体活動の強度（メッツ）の考え方、身体活動のエビデンス 

 「健康づくりのための身体活動基準2013」及び「健康づくりのための

身体活動指針（アクティブガイド）」の理解 

 対象者に応じたリスクマネジメント（運動実施上の注意事項、医療との

連携） 

ⅳ）喫煙 

 喫煙と生活習慣病の関連 

 禁煙支援の具体的な方法（短時間支援、標準的支援） 

 

ⅴ）アルコール 

 アルコールと生活習慣病の関連（循環器疾患だけでなく、がん等との関

連も） 

 目安となる飲酒量（適正飲酒量）の理解を図る 

 問題飲酒者の把握と減酒支援の具体的な方法 
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演習形式： 

ロールプレイ、グループワーク、デモンストレーション、ピアレビュー等の方

法の中で、受講者の経験年数や講義のレベルに合わせた演習を企画する。また、

演習の運営やファシリテーター等の状況に応じて、無理なく実施できる方法を

検討することが大切である。下記にその例を示す。 

 

○ 初回面接の場面設定をしたロールプレイ 

 対象者への接し方、健診結果等の分かりやすい説明の仕方 

 対象者の行動変容ステージやライフスタイル等の把握 

 対象者とともに行動目標を作る等 

 

○ 事例検討 

 健診結果と問診による病態の理解 

 更に質問したい事項 

 本人に提供すべき情報（具体的な生活習慣改善方法の提案、対象者が身

近に活用できる社会資源の提案等）等 

 

○ 継続的支援の電子メールや手紙の書き方、電話での対応法、ビデオ通話シス

テムやアプリケーション等のICTの活用法 

 

○ 保健指導記録の書き方 

 

○ ビデオ映像を用いた初回支援の保健指導方法の検討 

 

○ アルコール、禁煙支援等カウンセリング動画の視聴と検討 

 

○ 問題解決カウンセリング演習 

 

○ 食生活アセスメント演習 

 

○ 身体活動プログラムの指導体験等 
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③研修の評価 

ⅰ）研修プログラム自体の評価 

ア．評価の視点 

 研修内容と研修形式は受講者の経験年数（初任者、経験者）に応じた適

切なものであったか 

 職種別の得意・不得意項目を把握した上での研修であったか 

 受講者の不安の軽減（弱点克服）や自信を向上させる研修であったか 

 受講者が何から取組むべきかの具体的な提案ができたか 

 他機関や他職種との人間関係構築につなげられたか 

 保健指導スキルの向上のため、web学習やe-ラーニング、ビデオ教材に

よる動画の活用、具体的な事例を用いた演習等を活用できたか 

 

イ．評価の時期 

 研修実施中から実施後に行う 

 

ウ．評価方法の例 

a.受講者による評価 

 研修前後のアンケート等により、研修内容の適切さ、自覚的理解度、実

践への活用度、講師、教材の質及び運営等を評価 

b.主催者による評価 

 研修項目ごとに研修内容の適切さ、受講者の反応、講師からの意見及び

教材の質等 

c.全体的な運営等の評価 

 

ⅱ）受講者の能力評価（到達度・実践指導実績評価） 

ア．評価の視点 

 受講者の実践能力が向上したか（研修主催者が設定した獲得目標に対す

る到達度等） 

 研修で学んだ内容を実践に役立てているか 

 受講者の所属機関にとって研修に参加させて有益であったか 

 受講者が職場で他の職員に研修内容の伝達及びOJT を行っているか 

 

イ．評価の時期 

 研修実施前、研修実施直後及び研修実施後一定期間を経た後に行う 
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ウ．評価方法の例 

 受講者の知識・技術の向上：同じ評価票等を用いて経時的に評価する（研

修受講前、研修受講直後、３か月後、等） 

 実績評価：当該受講者が行った保健指導対象者の行動変容や腹囲・体重

等の主要達成目標の状況等について評価 

 受講者及び所属機関に対して、研修実施後にアンケートを実施。研修が

実践に与えた影響や効果、研修内容の職場内の普及度及び研修内容を活

用したOJTを実施したかを評価する（６か月又は１年後） 
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表４．業務遂行能力チェックリスト【中級以上（保健指導経験年数3年以上）対象）】 
  獲得目標 習得が求められる知識や指導技術 

事
前
準
備
及
び
実
施
に
関
す
る
内
容 

保健指導全般に 

関わる能力 

 よりよい保健指導を行うために必要な知識や最新情報の習得 

1 これまでの指導経験やエビデンスをもとに、積極的支援、動機付け支援の効果を説明できる 

2 糖尿病等生活習慣病の予防・治療に関連した知識・最新情報を収集している 

3 データヘルス計画についての最新情報を収集している 

4 
特定健診の全ての検査項目・オプション検査（貧血・眼底検査・心電図）についてわかりやす

く説明できる 

 対象者の病態をより深く理解し、支援できる能力 

5 対象者の病態、安全性に配慮した保健指導ができる 

6 高度な検査値異常や重複リスク保有者などのハイリスク者を治療につなげることができる 

7 治療中の者に対しては継続受診の必要性を説明できる 

 前向きな自己決定、継続にむけた取り組みを促すための支援 

8 グループ支援において、参加者の主体性を引き出す支援ができる 

9 認知行動療法の手法、コーチング手法等を取り入れた支援ができる 

10 対象者が健康情報に関心を持てるよう、また、正しい情報を見極められるような支援ができる 

11 
対象者が生活習慣改善を実践するための社会資源（イベント・教室・自主グループ、運動施

設・環境、禁煙外来等）を紹介できる 

 応用・困難事例に対する対応能力 

12 
行動変容ステージが無関心期の人に対して適切な対応ができる（*本人の思いを整理したり、

本人のできることに目を向けることができる） 

13 
対象者を取り巻く環境（家庭・職場など）のために生活習慣改善が困難である人に対しても、

「できること」に着目した支援ができる 

14 行動目標を継続して実施しているが、結果につながらない対象者への対応ができる 

15 2 年連続して特定保健指導の対象になった者に対して、指導方法や内容を見直して支援できる 

16 
高齢の対象者に対し、年齢に配慮した保健指導ができる（ロコモティブシンドローム・フレイ

ル等） 

 チームとして結果を出すための能力 

17 経験年数が少ない指導者の知識・経験が不足している部分をフォローできる 

18 
保健指導に役立つツール（ビデオ通話システムやアプリケーション等の活用等、ICT を含む）

の選択・活用ができる 

19 
自己学習教材（Web 学習、e-learning 等）や、参考となる文献や事例を必要に応じてチーム

に提供できる 

20 科学的根拠に基づいた適切な保健指導教材の開発・改善について提案ができる 

 保健指導の運営に関する能力 

21 
組織的な対応が必要となった場合には、指導的立場（運営責任者やチーフの職責にある者）へ

つなげることができる 

22 特定保健指導の脱落率を把握し、その理由・傾向について探索している 

23 脱落を防ぎ、継続させる有効な支援を実施するための技術や工夫ができる 

24 
保健指導レベルごと（情報提供、動機付け支援、積極的支援）のチーム・集団としての目標設

定ができる 

25 保健指導時のトラブルや苦情に対応できる 

個々の生活習慣に

関して 

指導できる能力 

 食生活に関する指導技術 

26 
栄養学の知識をもとに、食事摂取基準及び関連学会ガイドラインの食事療法の策定根拠を理解

し、対象者に応じて活用できる 

27 職場や自治体において、食環境改善についての提案ができる 

 身体活動・運動に関する指導技術 

28 運動生理学、体力測定・評価等に関する基礎知識を理解している 

29 
「健康づくりのための身体活動基準 2013」を理解し、「健康づくりのための身体活動指針

（アクティブガイド）」を活用した身体活動・運動に関する支援ができる 

30 職場や自治体において、身体活動を増やす取り組み・環境づくりについて提案できる 

 たばこに関する指導技術 

31 準備期の喫煙者を対象に、禁煙治療のための医療機関等を紹介できる 

32 一定の時間をかけて継続的に禁煙に向けた支援ができる  

33 禁煙治療の適応を理解している 

 アルコールに関する指導技術 

34 問題飲酒のある対象者に対して､飲酒日記を活用するなど継続的な減酒支援ができる 

35 
問題飲酒のある対象者に対して、必要に応じて（支援を開始しても酒量が減らないか、むしろ

増えた場合など）、専門医療機関での治療につなぐことが出来る 

評
価 

評価に関する能力 

36 
対象集団について、アウトプット評価（参加率・終了率）、アウトカム評価（満足度、行動変

容ステージ、生活習慣、検査値等の変化）ができる 

37 
評価結果に基づき、チームで改善策を検討、マニュアル・教材等の改善、研修等の対策を提案

できる 
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２）保健指導チームのリーダー的立場にある専門職 

① 求められる能力 

保健指導において一定の経験年数を有し、保健指導実施者を統括する立場と

して位置づけられる。健康日本21（第三次）やデータヘルス計画等生活習慣病

対策の全体像を理解しつつ、よりよい保健指導を実施すべくチームをまとめて

いく能力が期待される。また運営担当の事務職等と密に連携し、保健事業をマネ

ジメントする力が必要である。 

保健指導チームのリーダー的立場にある者は、個人の資質向上の努力に加え、

チームとして結果を出すことを重視して、以下の点を強化すべきである。 

 

 幅広い健康政策の知識向上、保健事業の位置付けの理解 

 プログラム実施に係る業務マネジメント 

 チームビルディングのための能力（OJTの企画運営） 

 外部機関との連携：保険者と保健指導実施機関、保険者と医療機関、 

 地域・職域連携、外部委託機関等 

 事業評価と改善の能力 

 プレゼンテーション能力 

 学会・研究会参加による専門家とのネットワーク形成、地域の研修会等へ

の貢献 

 

② 研修方法 

受講者による事例発表、情報交換等、知識の整理ができる内容が望ましい。 

講義形式： 

ⅰ）事業計画立案 

 PDCAサイクルで保健指導プログラムの企画立案・評価・改善を行う基礎

的な知識・方法 

 保健指導の質の向上に関する仕組み（OJT体制、指導内容の評価、アウト

ソーシングのモニタリング等） 

 有効なICTツール（ビデオ通話システムやアプリケーション等）の選定（対

象の利用意向、ICTリテラシー、生活スタイル、関心等に基づいた選定） 

 学習教材の選定、開発 

（科学的根拠に基づいた学習教材の選定、対象者に合わせた工夫） 

 円滑な指導体制が構築できるようなビデオ通話システムやアプリケーシ

ョン等のICT環境の整備 

 社会資源との調整や、民間事業者との契約及び連携方策 等 
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ⅱ）事業評価と活用 

 個別事例、集団、事業についての具体的な評価方法 

 目的に合わせた評価方法（事業改善、上司・委託先への報告、学会発表等） 

 データ分析方法と解釈、事業改善 

 個人情報保護の取扱い 
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表５．業務遂行能力チェックリスト【保健指導チームのリーダー的立場にある専門職】 

 獲得目標 習得が求められる知識や指導技術 

事
前
準
備
及
び
実
施
に
関
す
る
内
容 

保健事業の

企画・運営

のために必

要な能力 

 よりよい保健指導を行うために必要な情報の整理と計画 

1 
日本再興戦略、健康日本 21（第三次）、日本健康会議等、生活習慣病対策に関する最新

情報を習得している 

2 
保険者のデータヘルス計画を把握し、特定保健指導、重症化予防等保健事業の位置づけを

理解している 

3 特定保健指導の実施率や改善率について、目標と現状を把握している 

4 
他保険者・機関等の実施報告等の情報を収集し、よりよい方法についてチームで検討して

いる 

5 
ハイリスクアプローチとポピュレーションアプローチの相乗効果をねらった事業計画を考

えられる 

 プログラム実施に係る業務マネジメント 

6 運営担当者とともに、本年度（若しくは 3 年間等）の保健事業達成目標を明確にできる 

7 
対象集団の特性に合わせた保健指導プログラムが作成できる（初回・継続支援の方法、ポ

イント） 

8 
上記プログラムの実施に係る人材、教材・ツール（ICT 含む）・会場、通信機器・環境等

を運営担当者に伝え、必要に応じて調整できる 

9 最新の保健指導ツール（ICT 含む）についての情報を積極的に収集・活用している 

10 事業全体のスケジュール管理ができる 

11 
ねらいとする保健指導対象者を効率的に募集する方法を提案し、募集のための体制づくり

ができる 

12 医療機関との連携がスムーズにいくよう、顔の見える関係を築いている 

 チームビルディングのための能力 

13 保健指導実施者の技能を実際の指導場面等から評価することができる 

14 所属内で指導技術の維持・向上に向けた OJT と外部研修参加を計画できる 

15 事例カンファレンスを定期的に開催している 

16 医師・専門家に相談できる体制を作っている 

 他機関との連携・体制づくり 

17 
自機関だけで達成できないことを明らかにし、他機関等（アウトソーシング機関等）との

連携を行っている 

18 
他機関との連携の際、それぞれの役割と責任、必要な個人情報の種類等について運営担当

者と相談し、契約に盛り込むことができる 

評
価 

保健事業の

評価と、そ

の結果を今

後の運営に

つなげる能

力 

19 
対象集団について、アウトプット評価（参加率・終了率）、アウトカム評価（満足度、行

動変容ステージ、生活習慣、検査値等の変化）ができる 

20 
評価結果に基づき、チームで改善策を検討し、マニュアル・教材等の改善、人材養成・配

置につなげることができる 

21 
保健指導実施者間で対象者へのアウトカム評価が適切に実施されているのかについて検討

し、評価者間のバラつきを少なくするための工夫を提案できる 

22 
評価結果をビジュアル化し、成果を報告できる。また課題を明らかにし、改善策を提案で

きる（プレゼン能力） 

23 費用対効果の観点から、外部機関と連携・活用するなど、より効率的な方法を提案できる 

24 保健指導非参加群のデータ分析をおこない、保健指導実施群との比較ができる 

25 効果分析をデータヘルス計画の評価へと還元することができる 

26 
ハイリスクアプローチとポピュレーションアプローチの相乗効果を狙う事業等のモニタン

グとその結果を踏まえた事業改善ができる 
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演習形式： 

ⅰ）課題解決型演習：事業評価の標準的な手法（ストラクチャー、プロセス、ア

ウトプット、アウトカム等）に基づき、保健事業の課題をリストアップ、その原

因を考え、実行可能な対策を検討する（保健指導実施率の向上、脱落率の低下、

困難事例への対処、等） 

 

ⅱ）企画型研修：条件設定（対象者、活用できるツール、社会資源等）の上、効

果と対象者の利便性を考慮して、積極的支援プログラムを具体的に考える 

 

ⅲ）先進事例から学ぶ：発表を聞いて、自機関に取り入れられることを検討する 

 

ⅳ）データ分析手法の演習：健診データ、レセプトデータ等から健康課題を検討

する 

 

ⅴ）プレゼンテーション演習：効果的なプレゼンテーション手法を学ぶ等 

 

③研修の評価 

ⅰ）研修プログラム自体の評価 

ア．評価の視点：研修プログラムの内容に対応して評価する 

 受講者は最新の情報を習得できたか 

 受講者は所属機関の特徴（長所や短所）に気付くことができたか 

 保健事業のマネジメントに対する受講者の意欲が向上したか 

 職場に持ち帰ってOJTに活用可能な内容や教材を盛り込んだか 

 受講者は講師や他の受講者とコミュニケーションが取れたか 

 受講者は演習に主体的に参加できたか 

 演習では目的通りの成果が得られたか 

 

イ．評価の時期とプログラムの改善 

 研修実施中から実施後に行う 

 評価結果に基づいて、次回の研修プログラムの改善を行う 

 

ウ．評価方法の例 

a.受講者による評価：研修前後のアンケートにより、研修内容の適切さ、自覚 

的理解度、実践への活用度、講師、教材の質及び運営等を評価 

b.主催者による評価：研修項目ごとに、研修内容の適切さ、受講者の反応、講 

師からの意見及び教材の質 
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c.全体的な運営等の評価等 

d.上記に基づき、必要に応じて次回の研修内容、講師、教材等を見直す 

ⅱ）受講者の能力評価（到達度・実践指導実績評価） 

ア．評価の視点 

 研修で学んだ内容を実践に役立てているか 

 受講者の所属機関にとって研修に参加させて有益であったか 

 受講者が職場で他の職員に研修内容の伝達及びOJTを行っているか 

 

イ．評価の時期 

 研修実施前、研修実施直後及び研修実施後一定期間を経た後に行う 

 

ウ．評価方法の例 

 受講者及び所属機関に対して、研修実施後にアンケート、ヒアリングを実

施する。研修が実践に与えた影響や効果、研修内容の職場内の普及度及び

OJTの実施の有無、内容を評価する（６か月又は１年後） 

 

３）特定保健指導事業の運営責任者（事務担当者等） 

① 求められる能力 

これまで事務担当者に対する特定保健指導についての研修の機会は少なかっ

たが、制度を適切に運営するための知識や技術の向上は重要である。特に、運営

責任者は、プログラム管理者からのプログラムに関する報告・連絡・相談を受け、

保健事業全体の進捗管理、契約等の事務処理、保健事業全体の評価、事業の報告

を行うことが求められる。保健指導のねらいや事業の流れを理解し、制度の求め

る事務手続きを適正に行い、特定保健指導事業を円滑に進めることが必要であ

る。保健指導実施者に対して適切な研修の機会を確保したり、必要な教材やツー

ルのための予算を獲得し、効率よく仕事を進められる体制を作る 

ことが重要である。 

特定保健指導の運営責任者は、保健指導の理念、目的を十分に理解した上で、

保健事業運営能力や事務処理能力、情報管理能力、PDCAサイクルを回した事

業展開能力等を育成・強化するための研修を積極的に受講することが求められ

る。保険者側と保健指導機関側は、保健指導の委託元と委託先であり、立場が異

なるため、求められる能力の項目も一部異なるが、双方が共通の目的を意識して、

よりよい保健指導につなげていく必要がある。 

 

② 研修方法 

講義形式： 
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 保健事業の目的、制度、仕組み、データヘルス計画と保健事業 

 全体の進捗管理の方法、PDCAサイクルを回した企画立案・評価・改善 

を行う方法 

 社会資源との調整や、保険者と事業者間の契約及び連携方策 

 保健指導の質の向上に関する仕組み：人材確保、OJT、ツール、モニタリ 

ング、通信機器・環境等 

 個人情報の取扱い等 

演習形式： 

 データヘルス計画等の目的に沿った事業か、保健指導実施目標数を達成

しうる内容であるかを検討するグループワーク 

 改善すべき課題に対するグループワーク等 

 

③ 研修の評価 

ⅰ）研修プログラム自体の評価 

ア．評価の視点 

 受講者は保健事業に関する事務や情報管理を適正に行う方法を理解でき

たか 

 受講者は保健指導実施者と協力し、PDCAサイクルを回した事業展開の 

必要性を理解できたか 

 効果的に活用できる運営マニュアルの作成につなげられたか 

 受講者はアウトソーシングに関する知識を習得し、適正に契約する方法

を学べたか 

 受講者は所属機関の特徴（長所や短所）や改善すべき課題を明確にできた

か 

 

イ．評価の時期とプログラムの改善 

 研修実施中から実施後に行う 

 評価結果に基づいて、次回の研修プログラムの改善を行う 

 

ウ．評価方法の例 

a.受講者による評価 

研修前後のアンケート等により、研修内容の適切さ、自覚的理解度、実践への

活用度、講師、教材の質及び運営等を評価 

b.主催者による評価 

研修項目ごとに、研修内容の適切さ、受講者の反応、講師からの意見及び教材

の質等を評価 
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c.全体的な運営等の評価 

d.上記に基づき、必要に応じて次回の研修内容、講師、教材等を見直す 
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表６．業務遂行能力チェックリスト【特定保健指導事業の運営責任者（事務職等）】 

  獲得目標 習得が求められる知識や指導技術 

事
前
準
備
及
び
実
施
に
関
す
る
内
容 

特定健診・

特定保健指

導制度の理

解 

1 特定健診・保健指導の理念・目的を理解している 

2 保健指導対象者の選定基準を説明できる 

3 保健指導プログラムの具体的な内容についてわかりやすく説明できる 

4 他保険者・機関等の実施報告等の情報を収集している（ベンチマーク） 

5 保険者のデータヘルス計画を理解し、必要な保健事業を提案できる 

6 専門用語の理解に努め、専門職種とのコミュニケーションが取れる 

保健事業運

営能力 

 保健指導プログラム実施に関すること 

7 
プログラムに関する報告・連絡・相談の対応等、プログラムを統括している立場の者と相談する機

会を設けている 

8 
事業の実施状況を上層部・幹部に報告できる 

（自治体であれば、首長や議員、国保運営委員会等に適切なプレゼンテーションができる） 

9 必要な予算を確保できる、若しくは予算の範囲でできることを明確にできる 

10 必要な保健指導者を確保できる（スキル、人員、職種の割合等） 

11 
保健指導を効率化するようなツール（ビデオ通話システムやアプリケーション等の ICT の活用を

含む）についての情報を収集している 

12 安全性を確保した運営ができる（リスクマネジメント） 

13 
苦情等に対する対応マニュアルを作成し、適切に対応できる 

（保健指導者に個人的な負担がかからない体制づくり） 

14 
保健指導プログラム若しくは指導者の研修にあたり、医師・専門家の指導を受けられる体制をつく

っている 

 他機関との連携に関すること 

15 

医療保険者との調整ができる（実施可能人数・事務手続きの方法・保険加入・契約・データ取得に

関する 

合意形成・個人情報の取扱規程・データ管理の指定） 

16 保健指導の推進にあたって外部事業者等と連携できる 

17 医療機関との連携ができる（医師会、専門医等） 

 保健指導アウトソーシングに関する知識 

 【保険者側】 

18 全面委託・部分委託のメリット・デメリットを理解している 

19 委託する業務を明確化し、部分委託の範囲を決定できる（責任範囲の明確化） 

20 委託基準の作成及び委託方法の透明化ができる 

21 委託先の保健指導の質を評価している（現地調査、ヒアリング、書面調査等） 

 【保健指導機関側】 

22 保険者のニーズにあった、魅力的な保健指導の提案ができる 

23 適正な価格設定ができる 

24 
効率的な運営ができる（ビデオ通話システムやアプリケーション等の ICT の活用を含む指導方

法、時間の決定） 

事務処理理

能力 

25 事業に係る予算執行・概算要求立案ができる 

26 契約等の事務手続きを適正に実施できる 

27 保健指導全体のスケジュール管理ができる 

28 保健指導の結果（効果）を委託元に報告書として提出できる 

29 脱落しそうな事例については委託元へ報告し、その後の支援方法について検討できる 

情報管理能

力 

30 個人情報を適切に管理できる 

31 情報開示請求への対応ができる 

評
価 

PDCA を回

した 

事業展開能

力 

32 
事業評価構造（ストラクチャー、プロセス、アウトプット、アウトカム）と具体的な方法を理解し

ている 

33 保健事業報告書、事業結果の取りまとめを作成できる 

34 事業評価から、運営体制の在り方や予算の見直し等、体制面への改善につなげることができる 

35 評価を基に、健診・保健指導の事業全体を改善する仕組みづくりを提案できる 
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４）人材育成・研修会の企画・運営担当者 

① 求められる能力 

特定健診・特定保健指導に関する研修の企画者は、受講者に求められる知識や

演習の機会を提供し、受講者のモチベーションを高める役割を担う。 

都道府県や保険者、学会、民間団体等で保健指導に関する研修を企画する立場

では、生活習慣病対策に関する国の動向や学会の最新状況及び現場のニーズを

踏まえ、研修会に含めるべき内容について根拠を持って提案できること、研修の

目的や目標を踏まえ研修方法（講義と演習のバランス等）を決定できること、外

部講師を依頼する場合も、全てを講師に委ねるのではなく、企画者が講師に対し

て研修全体のねらい等を適切に説明し、講師の果たすべき役割を理解してもら

うよう調整すること等が必要である。 

これまでは経験則で行われていたことであっても、研修運営の具体的な手順

を確認しておくことが重要である。研修会当日の突発事項に対しては冷静かつ

適切に対応できるよう準備を整えておくことや、当日の研修担当チームでの協

力体制と役割分担も重要である。 

研修の評価・改善能力を高めるために、企画段階から研修のねらいに合わせた

評価項目を設定するとともに、評価結果について報告書にまとめ、次回（次年度）

に活かすことができなければならない。 

その他の研修企画者に求められる能力は、表７のチェックリストのとおりで

あるが、以下の点に留意する必要がある。 

 

○ 国（国立保健医療科学院）の都道府県等向けの研修について 

 国が実施する都道府県及び国保連合会等に対する研修では、その受講者は各

保険者が行う事業の実績及び保健指導実施者等のニーズを把握した上で、研

修の立案・運営・評価プロセスに沿って、学習を進める 

 

○ 保健指導に関する知識・技術の向上を目的とした研修企画者に対する研修 

 保健指導実施者の実態把握や、関係者からの聞き取り等により、研修のニー

ズに関する情報収集を積極的に行う 

 実践で必要とされる能力（受講者の業務遂行能力）を特定し、それを高める

研修内容を企画できる 

 研修を実施する立場、受講者の果たすべき役割、職種特性等に合わせ、受講

者の意欲を高めるような研修を企画できる 

 

○ 特定健診・特定保健指導の事業運営に関する研修企画者に対する研修 

 事務職や専門職のリーダーに対して、それぞれの立場で必要とされる知識や
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ニーズを踏まえた研修を企画できる 

 保健指導等の事業の実際の段取りを明確にし、各段階で必要とされる業務遂

行能力を高められるよう、演習を含めた研修を企画できる 

 保健事業の課題について情報交換の場をつくるとともに、前向きに行動して

いく姿勢を醸成できる 

 事業評価の標準的な手法（ストラクチャー、プロセス、アウトプット、アウ

トカム等）の方法を理解し、活用できるような講義や演習を組み立てられる 

 

② 研修方法 

講義形式： 

（共通） 

 生活習慣病対策等の国や学会等の最新情報 

 生活習慣病対策及び健診・保健指導事業の評価の考え方と進め方 

 学習のプロセス、研修会企画の基礎 

 研修会の具体的な運営方法、評価の方法と事例 

 個人情報保護とデータ利活用の方法 等 

（保健指導実施者向けの研修企画者対象） 

 保健指導実施者に必要とされる業務遂行能力 

 特定保健指導の質の管理と評価 等 

（特定保健指導のリーダー及び運営責任者向けの研修企画者対象） 

 保健事業評価の基本的な考え方と具体的な方法 

 特定保健指導の質の管理と評価、人材確保と教育（OJT） 

 特定健診・特定保健指導事業の委託先の質の担保等 

演習形式： 

（共通） 

 受講者別の目標設定と具体的なカリキュラム作成 

 アンケート作成、評価指標の検討 

 研修企画者間の情報交換、課題や工夫の情報共有 

（都道府県等による市町村保健指導実施者向けの研修） 

 生活習慣病対策及び健診・保健指導事業の評価のためのデータ分析 

 生活習慣病対策及び健診・保健指導事業の評価の支援の実際 

 特定健診・特定保健指導の事業評価の支援計画の立案 

 

③ 研修の評価 

ⅰ）ストラクチャー 

 講師及びその他運営に携わる職員間の役割分担、数等に過不足はなかった
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か等 

ⅱ）プロセス 

 研修のニーズ、受講者の要件、研修内容、評価方法に一貫性はあったか 

 演習は主体的に参加できる内容であったか 

 研修の評価を的確に行えたか、その結果は次年度に活用できるか 等 

ⅲ）アウトプット 

 定員に対し、十分な応募があったか 

（定員数を満たしたか、新たな団体や自治体からの応募があったか） 

 資格要件を満たした受講者が参加していたか 

（意欲がある、次年度の研修を計画している等） 等 

ⅳ）アウトカム： 

 受講者の研修立案・運営・評価能力が高まったか 

 都道府県・ブロック等において、研修が広く実施されたか 

 受講者が企画した研修は地域・対象者等のニーズに応え、目的を達成した 

 か 

 受講者が研修会を実施する過程において、地域の関係者とのネットワーク

を構築できたか。その結果、市町村等支援の役割を効果的に果たせるよう

になったか 

 受講者は意欲的に参加できたか 等 
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表７．業務遂行能力チェックリスト【人材育成・研修会の企画・運営担当者】 
  獲得目標 習得が求められる知識や指導技術 

企
画
・
立
案
に
関
す
る
こ
と 

国の動向、 

他地域等の 

状況の把握、 

研修に求められて 

いることの整理 

1 研修企画者自身が、健診・保健指導事業の理念・目的・内容について説明できる 

2 研修企画者自身が、保健指導対象者の選定と階層化の手法を説明できる 

3 研修企画者自身が、保健指導の仕組み、具体的な指導プログラムの内容について説明できる 

4 生活習慣病対策に関する国の動向を説明できる 

5 他県・地域・保険者等の効果的な保健事業の状況、研修の状況の情報収集をしている 

研修参加者の 

ニーズ把握・ 

状況把握 

6 保健指導者の指導能力の実態を把握できる（調査、観察、チェックリストの活用、等） 

7 保健指導の関係者から研修ニーズを聞き取ることができる（ヒアリング等の実施） 

8 
参加者の能力の現状（職種、業務経験など）を踏まえて、基礎・専門・制度のバランスを意識し研修計画を立

案できる 

9 これまでの研修の評価結果（改善すべきポイント）を踏まえた研修計画を立案できる 

研修計画の立案 

10 研修実施機関の使命・役割、研修参加者の特性を考慮し、優先して習得すべき内容を整理できる 

11 
他の研修実施機関の情報収集、情報交換し、当該機関が実施すべき対象者、内容について調整できる 

 （重複を避ける、効率化できる） 

12 
研修を実施するうえで必要な実施体制を構築するために、組織外関係機関と調整することができる 

（県、保健所、連合会、保険者協議会など） 

13 
研修に必要な予算を獲得できる 

（不十分な場合は、既存の事業の調整、あるいは研修の必要性・妥当性を上層部に説明し事業化する、等） 

14 年間の研修計画を立案できる 

カリキュラムの決

定 

15 年間計画をもとに、当該研修会の目的と主な研修対象者のセグメントについて検討できる 

16 
受講者のニーズに基づき研修の目的、目標を設定し、適切に表現できる（○○が、△できるようにするための

研修、等） 

17 主要テーマを達成するために必要な、具体的な内容をリストアップできる 

18 上記の内容の中から、OJT や自己学習ではなく、外部の研修会としての価値の高い内容を選択できる。 

19 研修目的・目標を達成が可能で予算の範囲内で実施できる適切な研修方法（講義、演習など）を選定できる 

20 研修目的・目標を達成するうえで適切な講師を選定できる（講師選定の条件を列挙できる）。 

研修会準備に 

関すること 

21 研修を実施するうえで必要な組織内部の実施体制を構築できる（担当者の選定・役割分担の決定等） 

22 研修の規模やカリキュラムに考慮した会場・機材・教材等を確保できる 

23 講師等に対し研修の目的、対象者の準備性や能力の現状を説明し、内容の調整ができる 

24 演習の目的を明確にし、実施方法を検討できる（テーマの設定、進行方法、事例の準備、等） 

25 演習のねらい、組み立て、進行について、ファシリテーターと共有し、方向性を統一しておくことができる 

26 質問時間の確保やグループワークの取入れなど、研修参加者が主体的に参加できる工夫ができる 

27 必要に応じて事前学習を準備できる 

28 評価方法に必要な手段（アンケート、事後フォロー、等）を準備できる 

29 研修の目的に合わせ、参加者募集を適切に行うことができる（関係機関との連携を含め） 

30 参加者の状況を講師、運営チームと情報共有し、当日に向けた微調整を行う 

事
業
実
施 

研修会の運営能力 

31 研修当日の運営メンバーの役割分担やスケジュールを調整することができる 

32 研修当日の運営にあたり、時間配分を適切に管理（調整）できる 

33 トラブル対応（天候、遅刻、突然の講師変更等に対する対応）ができる 

34 外部講師等への対応がスムーズにできる 

35 研修企画者も自ら、外部講師から最新の知見を入手するように努めている 

36 演習を効果的にファシリテートできる（グループダイナミックスを促進できる、主体性を引き出せるなど） 

37 研修参加者の苦情・意見等に対応できる体制を整備している 

評
価 

研修の評価・ 

改善能力 

38 
研修の評価をストラクチャー、プロセス、アウトプット、アウトカムの総合的な観点から評価し、まとめるこ

とができる 

39 評価結果を、次回（次年度）の研修の改善に活用するための具体策を報告書等にとりまとめることができる 

40 研修会評価を講師へフィードバックできる 

41 評価結果から、新たな研修ニーズを発掘できる 
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Ⅲ 職務・経験別の具体的なプログラム例  
１）保健指導実施者 

a. 初任者（保健指導経験年数 1～2 年目） 

研修 

方法 
習得能力 学習内容 

時間 

（分） 

講義 

保健指導全般に 

関する能力 

特定健診・特定保健指導の理念・制度・仕組み 

90 
特定保健指導の流れ 

生活習慣病やメタボリックシンドロームに関する

知識 

個々の 

生活習慣に関して 

指導できる能力 

エネルギー収支を改善するための保健指導 
90 

 （食生活、身体活動に関する保健指導の実際） 

喫煙・飲酒習慣者への保健指導 
30 

 （喫煙、アルコールに関する保健指導の実際） 

演習  
よりよい保健指導を 

行うための能力 

○初回面接 

120 

※継続支援の電子メール、手紙の書き方 

※保健指導記録の書き方 

※栄養アセスメント演習 

※身体活動プログラムの体験 

※遠隔面接等の ICT を活用した支援の方法 

 （遠隔面接の方法と留意点、アプリケーション

等を活用する場合の支援方法と留意点） 

まとめ 
質疑応答 

情報提供 

全体のまとめ（質疑・応答） 
30 

自己学習に向けたヒント（情報提供） 

 合計時間 360 

演習：初回面接は必須。「※」は選択事項として、初回面接と組み合わせて実施

する。 

例）「継続率を高める支援方法」…初回面接＋継続支援メールの書き方 
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b. 経験者（保健指導経験年数 3 年以上） 

研修 
習得能力 学習内容 

時間

（分） 方法 

講義 

保健指導全般に関

する能力 

〇特定健診・特定保健指導、生活習慣病予防に

関する最新情報 90 

〇行動変容に関する理論と実践 

個々の 

生活習慣に関して

指導できる能力 

(選択） 

※検査値の見方、食生活、身体活動、喫煙、ア

ルコールの強化プログラム（科学的根拠や最新

知見） 60 

※環境、地域資源を踏まえた保健指導（ポピュ

レーションアプローチとの連動） 等 

演習 

よりよい保健指導

を行うための能力

(選択） 

※グループ支援の方法～展開とファシリテーシ

ョン 

120 

※＊保健指導方法の研究 

 （ビデオ映像を用いた保健指導法の検討、

等） 

※ICT（ビデオ通話システムやアプリケーショ

ン等）を活用した保健指導方法の検討 

 （対面支援と ICT を活用した支援を組み合

わせた保健指導の立案・評価） 

※困難事例の検討 

 （ハイリスク者、無関心期、繰り返し特定保

健指導の対象となる者、高齢者、トラブル対

応） 

〇評価 

60  （保健指導の効果分析、保健指導方法の見直

しと改善） 

質疑

応答 
  全体のまとめ（質疑・応答） 30 

 合計時間 360 

○は必須項目、※は選択項目を表す。 

演習：単一実施若しくは、組み合わせて実施 

 例）「過量飲酒者への対応」保健指導場面の検討（アルコール指導動画）＋難事例の検討 
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２）保健指導チームのリーダー的立場にある専門職 

研修

方法 
習得能力 学習内容 

時間

（分） 

講義 

事業計画 

立案 

※PDCA サイクルを活用した保健指導プログラムの

企画立案 

90 

※保健指導の質の向上に関する仕組み  

（OJT 体制、学習教材の選定、開発指導内容の評価

等） 

※社会資源との調整や、民間事業者との契約及び連携

方策 

事業評価と 

改善方法 

※個別事例、集団、事業についての具体的な評価方法 
90 

※データ分析方法と解釈、事業改善 

演習 

チームをま

とめ、保健

指導事業を

マネジメン

トする能力  

※課題解決型演習 

150 

 （保健指導実施率の向上、脱落率の低下、困難事例

への対処） 

※保健指導事業企画研修 

※先進事例の報告 

※データ分析手法の演習 

 （健診データ、レセプトデータ等からみえる健康課

題） 

〇プレゼンテーション 

質疑

応答 
  全体のまとめ（質疑・応答） 30 

合計時間 360 

○は必須項目、※は選択項目を表す。 
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３）特定保健指導事業者の運営責任者（事務担当者等） 

研修 

方法 
習得能力 学習内容 

時間

（分） 

講義 

特定保健指導 

制度の理解 

〇保健事業の目的、制度、仕組み 

※データヘルス計画と保健事業  

120 

保健指導事業 

運営能力 

〇保健指導体制の構築 

〇PDCA サイクルを回した企画立案・

評価を行う方法 

外部機関との 

調整能力 

※アウトソーシング機関との調整、

契約 

※そのほかの社会資源との連携方策 

保健指導の質の向上 

に関する仕組み 

〇人材確保、保健指導実施者研修体

制、ツール 

〇モニタリング、評価 

そのほか 〇個人情報の取扱い 

演習 

よりよい 

保健指導事業を 

運営するための能力 

テーマディスカッション 

※保健指導を円滑に進めるための体

制づくり 

※アウトソーシング、他機関と信頼

できる契約を結ぶために 

※評価結果から事業を改善する仕組み

の検討 

120 

質疑 

応答 
 全体のまとめ（質疑・応答） 

合計時間  240 

○は必須項目を表す。 

※委託元（保険者）、委託先（保健指導機関）により一部内容は調整する。 
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４）人材育成・研修会の企画・運営担当者 

研修 

方法 
習得能力 学習内容 

時間

（分） 

講義 

①研修会の企画・ 

立案能力 

②研修会の運営能力 

健診・保健指導等に関する制度、国の

動向、研修企画者に求められること 
60 

保健指導に必要とされる能力と研修ニ

ーズ 
60 

研修会の実施体制、運営方法 60 

研修の評価と改善（PDCA サイクルを

回した研修のために） 
60 

演習 

①研修会の企画・ 

立案能力 

②研修会の評価能力 

GW:研修会についての課題の整理とそ

れに対する対策 
60 

GW:研修計画の立案：研修受講者別の

目標設定、具体的なカリキュラム作

成、社会資源等に応じた研修計画及び

評価計画の作成（評価指標の検討、評

価用アンケート作成） 

150 

質疑 

応答 
 全体のまとめ（質疑・応答） 30 

合計時間  480 

 

 


